
建築台帳等記載事項証明書発行事務取扱要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、建築台帳等に記載されている事項に係る証明書（以下「建築台帳等記載

事項証明書」という。）の交付に係る事務の取扱について、必要な事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 「建築物等」とは、建築物及び工作物をいう。 

２ 「建築台帳等」とは、次に掲げるものをいう。 

（１） 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。）第１２条第８項に規定する台帳 

（２） 建築計画概要書（昭和４６年１日から平成１１年４月３０日に処分されたものに限

る。） 

（３） 築造計画概要書（昭和５２年１１月１日から平成１１年４月３０日に処分されたもの

に限る。） 

（４） 確認申請書処理簿（昭和４６年１月１日から平成１１年４月３０日に処分されたもの

に限る。） 

 

（証明対象建築物等） 

第３条 県が建築台帳等記載事項証明書により証明することができる建築物等は、建築台帳等

に記載されているもので、工事取りやめ届又は取下げ届を受理していないものに限る。 

 

（交付対象者） 

第４条 建築台帳等記載事項証明書の交付を受けることができる者は、建築物等を特定した者

とする。 

 

（使用目的） 

第５条 建築台帳等記載事項証明書の使用目的は、次の各号のいずれかに該当するものでなけ

ればならない。 

（１） 金融機関等融資先に提出するためのもの 

（２） 不動産売買のためのもの 

（３） 建物表示登記のためのもの 

（４） 建築確認申請のためのもの 

（５） 他法令による許可申請のためのもの 

（６） 前各号に掲げるもののほか、知事が適当と認めるもの 

 

（申請手続） 

第６条 建築台帳等記載事項証明書の交付を受けようとする者は、建築台帳等記載事項証明書

交付申請書（様式第１号）に必要事項を記載し、知事に提出するものとする。 

２ 知事は、前項の申請書を受けたときは、その内容を審査し、適当であると認めたときは、

建築台帳等記載事項証明書（様式第２号から様式第４号）及び建築計画概要書、築造計画概

要書（申請者が必要とする場合に限る。）を申請者に交付するものとする。 

３ 交付申請書の提出先は、県土整備部建築指導課とする。 

 

附則 

１ この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 

２ 建築基準法による確認等の証明の取扱い（昭和５２年７月１日付建築４５号）は廃止する。

附則 

１ この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

附則 

１ この要綱は、平成２９年４月１０日から施行する。 



附則 

１ この要綱は、令和３年１０月１日から施行する。 

 

附則 

１ この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

 

附則 

１ この要綱は、令和７年１２月２２日から施行する。 

 


